
「災害時の外国人住民への対応
に関するアンケート」調査結果

1

資料２

３月に実施したアンケート調査（平成29年３月29日総行国第58号）より、主な項目を抜粋。
（調査対象：都道府県・政令指定都市、312市区町村及び各都道府県の地域国際化協会）

※有効回収率：82.9％（353/426）



①外国人住民への平時の情報伝達について
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(a) 地域の防災に関する情報（日常の備え、避難所情報、防災訓

練など）

(b) 地域の防犯に関する情報

(c) 交通機関の運営情報

(d) 電気、ガス、水道の運営情報

(e) 日常の生活関連情報（医療、教育、社会保険、ごみ収集の情

報など）

(f) 地域のイベント・催事情報、外国人向け日本語教室や技能学

習などの情報

(g) 国レベルの統一的な制度・共通情報

(h) その他（ 自由記載 ）

【地方自治体】外国人住民に対し、平時に多言語で提供している情報

(N=314)

日常の生活関連情報等とともに、防災に関する多言語での情報提供も多くなされている。
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(N=314)
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(a) 電話、FAX

(b) インターネットホームページ

(c) SNS（ツイッター、Facebookなど）

(d) 電子メール

(e) コミュニティＦＭ、ＡＭ放送

(f) テレビ放送

(g) 新聞、広報誌

(h) 張り紙

(i) 説明会、懇談会、セミナー

(j) 印刷物（チラシ、広報誌）の配布、設置

(k) 海外メディア

(l) その他（ 自由記載 ）

【地方自治体】外国人住民への情報提供手段

全体 防災に関する情報

情報提供手段としては、インターネットホームページが最も活用されており、次いで印刷物が多い。
ＳＮＳや電子メールはインターネットホームページと比較すると相対的に少ない。
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(a) （回答者の地域の）地域国際化協会・国際交流協会等

(b) （県の場合は市区町村、市の場合は県の）地域国際化協会等

(c) NPO、ボランティア団体

(d) 通訳ボランティア（個人）

(e) 地域の外国人住民、外国人コミュニティ

(f) 駐日大使館・領事館

(g) 外国人住民の雇用企業

(h) 外国人留学生が通っている大学、日本語教室

(i) その他（自由記載）

【地方自治体】

平時から外国人支援のために協力している団体等

地方自治体における外国人支援の協力先として、地域国際化協会等の果たす役割は大きい。
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(a) NPO、ボランティア団体

(b) 通訳ボランティア（個人）

(c) 地域の外国人住民、外国人コミュニティ

(d) 駐日大使館／領事館

(e) 外国人住民の雇用企業

(f) 外国人留学生が通っている大学、日本語教室

(g) その他（自由記載）

【地域国際化協会】

平時から外国人支援のために協力している団体等

地域国際化協会は、地域のボランティアや日本語教室等と多様なつながりを持っている。
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(N=309)

(a) 開催して

いる

102
33%

(b) 開催して

いない

209
67%

【地方自治体】

外国人を対象とした防災訓練（避難訓練等）

を開催しているか

(a) はい

105
34%

(b) いいえ

201
66%

【地方自治体】

多言語のほか、「やさしい日本語」でも情

報発信しているか

(N=306)

外国人を対象とした防災訓練や、「やさしい日本語」による情報発信を行っている自治体は約３割に留まっている。
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(N=279)
※市区町村のみに質問

(a) 外国人を対

象として周知を

行っている

85
30%

(b) 外国人を対象とし

た周知は行っていない

（一般市民に対する避

難所情報の周知のみ）

194
70%

【地方自治体】

外国人住民に対し、被災時における避難所

の利用について周知しているか

(a) 外国人を対象とし

て周知を行っている

45
42%

(b) 外国人を対

象とした周知は

行っていない（一

般市民に対する

避難所情報の周

知のみ）

63
58%

(N=108)

（参考）外国人住民の割合が全国平均を
上回る自治体の状況

外国人を対象として避難所の利用について周知している自治体は約３割であった。
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(a) 自治体内部、自治体自身での翻訳

(b) 地域国際化協会（国際交流協会）などの翻訳

(c) 地域のNPO、外国人ボランティア、通訳ボランティアの翻訳

(d) 外国語大学や語学学校をはじめとする教育機関の翻訳

(e) 専門の業者の翻訳

(f) その他（ 自由記載 ）

【地方自治体】多言語化を自治体から誰に依頼しているか、またはする予定か

平時 災害時

多言語化の担い手としては、自治体自身が最も多く、次いで地域国際化協会等が多い。
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(a) 地域国際化協会（国際交流協会）などを活用した、情報収集・

把握

(b) 外国人住民、外国人コミュニティを活用した情報収集・把握

(c) 通訳ボランティアを活用した、情報収集・把握

(d) 外国人住民の住居の個別訪問

(e) 避難所への巡回

(f) 登録メールアドレスへの情報配信・返信

(g) 電話、FAXでの確認

(h) 窓口での情報収集・把握

(i) 外国人留学生の留学先学校、日本語教室などを活用した情報

収集・把握

(j) 外国人雇用先企業などを活用した情報収集・把握

(k) その他（ 自由記載 ）

【地方自治体】災害時の外国人住民のニーズ把握の方法

(N=314)

災害時の外国人住民のニーズ把握の方法としては、
地域国際化協会等の活用や窓口での情報収集、避難所への巡回等が多い。
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(a) 通訳・翻訳のボランティア

(b) 外国人住民のニーズの収集・整理

(c) 支援人材・物資などの適切な配分・コーディネート

(d) 外国人住民への情報提供の際のアナウンス業務の支援

(e) 窓口や電話、メールでの外国人住民からの応対・相談

(f) 被災地域への派遣（ボランティア活動支援）

(g) その他（ 自由記載 ）

(h) 期待できない

【地方自治体】災害時に、自治体や支援団体に関係・所属する

外国人からどのような協力を得ることを期待するか

外国人には、通訳・翻訳のボランティアとしての役割が最も期待されている一方、
支援人材などのコーディネート等についての期待は相対的に少ない。



③災害時の外国人支援体制について
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(N=310)

(a) 外国人全般（外

国人住民及び訪日

外国人（外国人観

光客））に関する記

述がある

147
47%

(b) 外国人住民に関

する記述がある

76
25%

(c) 訪日外国人（外国人観

光客）に関する記述がある

5
2%

(d) 特に明記していない

（「災害時要援護者」とし

て包括的に記述している

場合も含む）

82
26%

【地方自治体】地域防災計画の中で、

外国人に対する支援を明記しているか

(a) 該当する人材

がおり、すでに災害

時に協力を得ること

を想定している、ま

たは協力を得た実

績がある

24 
57%(b) 災害時の協

力体制にはない

が、平時から通

訳・翻訳等の協

力を得ている人

材がいる

15 
36%

(c) いない

3
7%

【地域国際化協会】

災害時に外国人への支援（通訳・翻訳

等）について協力を得られる人材（自団

体職員を除く）はいるか

(N=42)

約７割の自治体において、地域防災計画の中で
外国人支援を明記している。

多くの地域国際化協会が、外国人支援について
協力を得られる人材とのつながりを持っている。



③災害時の外国人支援体制について

12

(N=314)

(a) 協定に基づき、「災害時多言

語支援センター」を整備している

27
9%

(b) 協定等に基づ

き、(a)以外の体制

を整備している

5
2%

(c) 協定等には基づかない

が、協力体制を取る想定はして

いる

52
16%

(d) 想定していないが、今

後検討したい

179
57%

(e) 想定しておらず、今

後検討することもない

51
16%

【地方自治体】

「災害時多言語支援センター」のような、災害時に

他団体や個人から協力も得て、地域の外国人向けに

多言語での情報提供を行う体制を整備しているか

(N=119)

（参考）自らが被災地域として災害対応を
行ったことのある自治体の状況

(a)
11%

(b)
2%

(c)
20%

(d)
55%

(e)
12%

（参考）都道府県・政令市のみ

(N=54)

都道府県・政令市においても、約２６％の団体が多言語支援センター等の外国人支援体制が未整備である。

(a)
37%

(b)
0%

(c)
37%

(d)
22%

(e)
4%


